
３ 新発田市水道料金改定の 

  必要性について 

・新発田市水道事業の現状と課題 

・現行料金制度における財政収支計画 
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新発田市水道事業の現状【収入】 

 給水人口と有収水量の見込み  
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有収水量 

給水人口 Ｈ３８年度見込み 

（Ｈ２９年度比） 

増減 約 △5,198人 

増減率 約 △５．５％ 

有収水量 Ｈ３８年度見込み 

（Ｈ２９年度比） 

増減 約  △65万㎥ 

増減率 約 △６．１％ 

人 万㎥ 
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※給水人口の推計に当たっては、「水道施設設計指針（日本水道協会）」の手法を採用 

新発田市の給水区域と行政区域が異なることや全世帯が水道加入していないことから、新発田
市人口ビジョンに基づく将来推計ではなく、厚生労働省に届け出ている数値を採用している。 

※ ※ 



新発田市水道事業の現状 【収入】 
 給水収益見込み 
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給水収益 Ｈ３８年度見込み 

（Ｈ２９年度比） 

増減額 約 △１．２億円 

増減率 約 △６．７％ 
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※ 

決算値 予算値 →計画値 



新発田市水道事業の現状 【収入・支出】 
 営業収益、営業費用及び営業利益見込み 
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営業収益 営業費用 営業利益 

Ｈ２２料金改定 

営業収支が逆転 

Ｈ２９以降営業利益
は赤字見込み 

億円 営業収支と営業利益の推移 

億円 

• 営業利益は赤字見込み 

主たる営業活動によって生じた利益を示す「営業利益」は、主に簡易水道
事業の統合に伴い平成29年度以降赤字の見通しである。 

※ ※ ※ 

※ 



③他水道事業体の老朽管破損事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①新発田市内の破損事例 

・平成27年12月28日 
・新発田市五十公野地内の基幹管路（口径400㎜）
が老朽化により破損（昭和31年布設：59年経過） 
・12月28日～31日の４日間にわたり豊町～五十公野
が濁水となり、給水車などの給水活動を行った。 
②道路内における水道管修理件数 
・平成28年度で約170件（年間約4,500万円） 
 
 

 

 

 

 

 

新発田市水道事業の課題  

 老朽化施設の計画的な更新と耐震化 
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１ 老朽管の早急な更新 
・Ｈ２８年度末で、総延長約８００ｋｍの１６％（１３０ｋｍ）の管路が、耐用年数40年を経過 

・管路更新率は過去５年平均で０．５２％（年３．９ｋｍ）で、全ての管路を更新するには約
１９２年必要な計算となり、老朽化が原因による大規模断水の危険性が高まっている。 

 

                          

※ 

※ 

※ 



新発田市水道事業の課題  

 老朽化施設の計画的な更新と耐震化 

更新需要：年平均７億円 
（過去実績：年５億円） 

更新需要：年平均３億円 
（過去実績：年２．６億円） 

【管 路】 【構造物及び設備】 
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２ 計画的な更新による事業費の平準化 
・管路と設備を合わせると、今後４０年間では約４０７億円、年平均にすると約１０億円
が必要になる見込み。（新発田市水道事業アセットマネジメント） 

 しかし、水道局における過去５年間の建設改良費実績は、年平均７．６億円で２．４億
円の財源不足が見込まれる。 

  

※ 



新発田市水道事業の課題 

 老朽化施設の計画的な更新と耐震化 

３ 管路、施設等の耐震化 

 

 

 

 

 

 

項   目 （優位性） 実績(H28末) 全国平均(H28末) 

 浄水施設耐震化率 （↑） 0％ 27.9％ 

 配水池耐震化率 （↑） 44.4％ 53.3％ 

 基幹管路耐震適合率 （↑） 30.7％ 38.7％ 
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新発田市水道事業の課題 

 老朽化施設の計画的な更新と耐震化 

４ 江口浄水場の耐震化費用の確保 

 事業期間：平成３１年度～平成４３年度  

 浄水池の耐震補強     ２億６千万円 

 ろ過池及び沈殿池の更新 ３８億４千万円 

          合計 ４１億円 
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工事名等 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 

基本計画及び基本設計 

厚労省変更認可手続 

詳細設計 

沈殿池及びろ過池更新
工事 

浄水池耐震補強工事 

江口浄水場：昭和49年竣工築44年 



新発田市水道事業の課題 

 財政基盤の強化 

５ 適正な料金水準（水道料金収入）の確保 

 現状は、運転資金としての最低額にとどまり、更新財源としての保有額がないため、
不測の事態が起きれば一時借入れが必要となるほどの脆弱な財政状況である。 
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財政状況を評価する代表的指標 （優位性） 実績(H28末) 県内２０市順位 備考 

 資金残高（↑） ５億３千万円 ワースト４位 目安：給水収益の１年分保有 

 企業債残高 （↓） ７２億４千万円 ワースト７位 目安：給水収益の３倍以内 

 自己資本比率（財政の健全度を表す） （↑） ５９．７５％ ワースト５位 県内20市平均値：６５．７８％ 

 流動比率（現金保有率を表す） （↑）  １３１．８０％ ワースト４位 県内20市平均値：２９３．５９％ 

→給水人口順 
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※ 



• 高利率企業債の借換による利息負担の軽減 

• 企業債借入額の抑制 

 利息負担の軽減を図るため、国の臨時特別措置を活用し、利率５％以上の企

業債の繰上償還や低金利資金への借換えを実施（利息3億円の削減） 

 企業債借入額を抑制することで、簡易水道統合により企業債８億円を引き継
ぐまでの平成２８年度末までで、ピーク時より企業債残高で２０億円、利息で
２.３億円を減少させた。 

新発田市水道事業のこれまでの経営努力 
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• 料金収納率の向上 

 確実な給水収益の確保のため、訪問徴収や督促を強化することにより、料金

収納率の向上に取り組んでおり、現在の料金収納率は１００％に近い回収を達
成している。 

新発田市水道事業のこれまでの経営努力 
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※水道事業ガイドライン業務指標 

  基準日：各年度末３月３１日時点 

※ 

◎近隣事業体の料金収納率（H２８：年度末時点） 
 新潟市：９４．３％  長岡市：９８．３％ 

 上越市：９５．９％  三条市：９８．９％ 

99.96％ 

↑ 

99.96％ 

↑ 
99.96％ 

↑ 



• 民間ノウハウの活用及び組織のスリム化 
・平成２８年度からこれまで直営（料金係６人）で行っていた検針や料金徴収
に係る業務を、民間事業者に業務委託（５年契約）し、料金係を廃止した結
果、職員数△５人、費用は５年で約１，０００万円超の削減を見込む。 

・事業の合理化や民間委託などを推進した結果、平成２１年度３課３７人から
平成２９年度２課２８人まで削減（Ｈ２１年度比△９人、△６千万円） 

新発田市水道事業のこれまでの経営努力 
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現行料金制度における財政収支計画 

資料№２ 現行料金における財政収支計画 参照 

 

 料金改定の必要性まとめ 

  ・給水収益の減少 

  ・老朽化施設の計画的な更新 

  ・施設、管路等の耐震化 

  ・財政基盤の強化 
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